
－介護サービスを利用する際の利用者負担割合について－

介護サービスを利用する際の利用者負担割合は、平成３０年度の国の制度改正を受け、
町の大半の方々は一割負担のままですが、一部の一定以上の所得がある方には二割または
三割を負担していただくことになりました。

二割負担になる方
本人の合計所得額が１６０万円以上で、
さらに、課税年金等収入額が、同じ世帯に６５歳以上の方が１人の場合は２８０万円

以上、２人以上いる場合は３４６万円以上の方です。

三割負担になる方
本人の合計所得額が２２０万円以上で、
さらに、課税年金等収入額が、同じ世帯に６５歳以上の方が１人の場合は３４０万円

以上、２人以上いる場合は４６３万円以上の方です。

月々の負担額の上限
月々の負担額には上限があり、これを超えると高額サービス費が支給されます。
月々の負担額の上限は、【－高額介護サービス費について－】をご覧ください。

「介護保険負担割合証」の交付等
・要介護認定を受けている方に交付します。
・期間は１年間となっており、毎年７月末に更新したものを交付します。
・利用者負担割合の欄により負担割合をご確認ください。
・介護保険被保険者証と一緒に保管し、サービスを利用する際に提示してください。

－高額介護サービス費について－

その世帯の所得等に応じ、月々の負担額の上限が設定されており、１ヶ月に支払った負
担額がその上限を超えた分は、後で払い戻されます。

月々の負担額の上限

区 分 負担額の上限月額

生活保護受給者 １５，０００円

・老齢福祉年金受給者

・課税年金等収入額が８０万９千円以下の方 １５，０００円

住民税非課税世帯 ２４，６００円

住民税課税世帯 ４４，４００円

課税所得約１４５万円（年収約 ３８３万円）以上 ～

課税所得約３８０万円（年収約 ７７０万円）未満
４４，４００円

課税所得約３８０万円（年収約 ７７０万円）以上 ～

課税所得約６９０万円（年収約１,１６０万円）未満
９３，０００円

課税所得約６９０万円（年収約１,１６０万円）以上 １４０，１００円
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